
    

事 務 連 絡  

令和８年７月 27 日 

 

各都道府県担当課長 殿 

各指定市担当課長 殿 

 

道路局 路政課                

道路利用調整室     課 長 補 佐 

国道・技術課             

道路メンテナンス企画室 課 長 補 佐 

 

「地下占用物等連絡会議等における占用物件の安全性に係る対応策の確認につ

いて」の送付について 

 

 標記について、各地方整備局等あてに別添のとおり通知を発出しましたので、参

考までに送付いたします。 

なお、都道府県におかれましては、貴管内道路管理者（指定市を除く。）あてこの

旨通知願います。 

  



    

事 務 連 絡  

令和８年７月 27 日 

 

各地方整備局道路部路政課長 殿 

北海道開発局建設部建設行政課長補佐 殿 

沖縄総合事務局開発建設部建設行政課長 殿 

独立行政法人 

日本高速道路保有・債務返済機構総務部管理課長 殿 

 

道路局 路政課                

道路利用調整室     課 長 補 佐 

国道・技術課             

道路メンテナンス企画室 課 長 補 佐 

 

地下占用物等連絡会議等における占用物件の安全性に係る対応策の確認について 

 

 「道路管理者による占用物件の維持管理の適正化ガイドライン」（令和７年７月 25 

日付け国道利第 18 号、国道メ企第 19 号別添。以下「ガイドライン」という。）につ

いては、先般、「道路管理者が道路占用者に対して実施すべき措置に関する手引きに

ついて」（令和８年３月 31 日付け事務連絡。以下「手引き」という。）を発出し、ガ

イドラインの適切な運用に資するよう、規定内容について補足をしたところであ

る。 

手引き第２において、地下占用物等連絡会議等において報告された点検結果に対

する対応として、点検等の結果、修繕等の措置が必要と診断された箇所において、

当該措置が未了の場合は、措置されるまでの間、安全性に問題がないことを確認す

るために、手引き別紙「道路管理者が道路占用者に対して実施すべき措置に関する

手引きフローチャート」（以下「フローチャート」という。）中「２．地下占用物連

絡会議における道路管理者の対応」及び「３．占用物件に起因する道路構造又は交

通への支障が生じた場合の道路管理者の対応」において「行政指導（占用物件の安

全性に係る対応策の確認）」を行うものとし、その具体的な確認方法については、追

って通知する予定としていたところであるが、当該確認方法については下記のとお

り取り扱うこととするので、事務処理に当たって遺憾のないようにされたい。 

 

記 

 

１．次の各号に掲げる占用物件の点検等の結果（異状箇所が存在しない場合は点検箇

所が分かる資料。異状箇所が存在する場合は点検箇所が分かる資料に加えて位置図、

図面及び写真等により占用物件の状況が分かる資料。以下同じ。）を道路占用者に

対して報告を求めるときは、別記様式１とともに報告を求め、異状箇所のうち、道

別添 



    

路の構造又は交通に支障を及ぼすおそれがあると診断され、修繕等の措置や修繕等

の措置を実施するまでの間の占用物件の安全性を確保する措置（以下「修繕等の措

置等」という。）が未了のもの若しくは応急的な措置を講ずるなどして現段階では

修繕等の措置等を必ずしも要しないが、今後注意して監視を続け、必要に応じて修

繕等の時期を検討するものについては、点検等の結果及び別記様式１と併せて該当

箇所毎に別記様式２によって報告を求めること。また、別記様式２による報告後、

修繕等の措置等の遅れ等により道路の構造又は交通に支障を及ぼすおそれが生じ

た場合は、別記様式３によって事前に報告を求めること。 

 (1) 地下占用物等連絡会議において報告する占用物件 

 (2) 道路構造又は交通に支障が生じた場合における類似条件下にある他の占用物件 

 

２．別記様式１中「安全性」欄のチェックボックスにチェックがされていない場合は、

手引き別紙フローチャート中「２．地下占用物連絡会議における道路管理者の対応」

又は「３．占用物件に起因する道路構造又は交通への支障が生じた場合の道路管理

者の対応」における「行政指導（占用物件の安全性に係る対応策の確認）」以降の措

置を適用されたい。 

 

３．別記様式１及び別記様式２中「修繕等の措置を実施するまでの間の占用物件の安

全性を確保する措置」とは、占用物件の安全性の確保に資する措置であり、例えば、

占用物件の巡視、地下に埋設された占用物件の安全性を確認するための路面の巡視

や地下に埋設された占用物件の周囲に対して実施する地盤改良等の措置が考えら

れる。 

 

４．別記様式１及び別記様式３中「道路の構造又は交通に支障を及ぼすおそれを取り

除くための措置」とは、占用物件の安全性の確保が十分でない場合に行われる道路

の構造の保全又は安全かつ円滑な交通の確保に資する措置であり、例えば、道路の

構造又は交通への支障を確認するための路面の巡視や地盤改良、道路占用者の責任

において実施する予防的な交通規制等の措置が考えられる。 

 

５．道路占用者が異状箇所において修繕等の措置等を実施する際、当該措置等が早期

に実施されることが道路の構造を保全する観点からも望ましいことから、道路管理

者は、必要に応じて当該措置等にかかる道路占用許可手続の円滑な実施に協力する

こと。 

 

６．占用物件の安全性を確保するための対応策等について、道路占用者による修繕等

の措置等の遅れ等により道路の構造又は交通に支障を及ぼすおそれがある場合に

おいて、道路占用者より必要に応じて実施する道路の構造又は交通に支障を及ぼす

おそれを取り除くための措置を行うことについて報告があったときは、道路管理者

は必要に応じて道路占用者と連携すること等によりこれに協力すること。 



    

年  月  日 

宛名（道路管理者） 

 

                               占用者名 〇〇 〇〇 

 

占用物件の点検等の結果について 

 

 占用物件の点検等の結果について、下記のとおり報告します。 

 

記 

 

１．占用物件の点検等の結果について 

占用物件の点検等の結果について別添のとおり報告します。 

（注）別添には、次の各号に掲げる占用物件の点検等の結果（異状箇所が存在しない場合

は点検箇所が分かる資料。異状箇所が存在する場合は点検箇所が分かる資料に加え

て位置図、図面及び写真等により占用物件の状況が分かる資料。以下同じ。）を添

付し、異状箇所のうち、道路の構造又は交通に支障を及ぼすおそれがあると診断さ

れ、修繕等の措置や修繕等の措置を実施するまでの間の占用物件の安全性を確保す

る措置（以下「修繕等の措置等」という。）が未了のもの若しくは応急的な措置を講

ずるなどして現段階では修繕等の措置等を必ずしも要しないが、今後注意して監視

を続け、必要に応じて修繕等の時期を検討するものについては、点検等の結果と併

せて該当箇所毎に別記様式２「占用物件の安全性を確保するための対応策等につい

て（個別箇所）」を添付すること。 

(1) 地下占用物等連絡会議において報告する占用物件 

(2) 道路構造又は交通に支障が生じた場合における類似条件下にある他の占用物件 

 

２．占用物件の安全性について 

占用物件の点検等の結果、道路の構造又は交通に支障を及ぼすおそれがある箇所が存在

する場合には修繕等の措置等を実施すること等により、道路の構造又は交通に支障を及ぼ

すおそれがある箇所を含む全ての箇所において占用物件の安全性が確保され、道路の構造

又は交通に支障を及ぼすおそれがないことを確認しています。 

安全性 占用物件の安全性を確保するための対応策等 備考 

□ □ 修繕等の措置等の実施等により占用物件の安全性が確保

され、個別法令等における維持管理基準等を満たしてい

る。 

 

□ 修繕等の措置等の遅れ等により道路の構造又は交通に支

障を及ぼすおそれが今後生じた場合は、必要に応じて実

施する道路の構造又は交通に支障を及ぼすおそれを取り

除くための措置の内容と併せて、別記様式３「道路の構造

又は交通に支障を及ぼすおそれを取り除くための措置に

ついて」により事前に道路管理者へ報告する。 

【別記様式１】 



    

（注１）道路の構造又は交通に支障を及ぼすおそれがある箇所が存在しない場合は、「安全性」

欄のチェックボックスにチェックすること。また、道路の構造又は交通に支障を及ぼ

すおそれがある箇所が存在する場合は、「占用物件の安全性を確保するための対応策

等」欄の全てのチェックボックスにチェックを入れた場合のみ「安全性」欄のチェッ

クボックスにチェックすること。 

（注２）「個別法令等における維持管理基準等」とは、各占用物件の管理等について定めた法

令や条例、規則、ガイドライン等及び当該法令に基づき定められた規定における維持

管理基準等を指し、個別法令において維持管理の基準が定められていない占用物件

については、道路法施行規則（昭和 27 年建設省令第 25 号）第４条の５の５の基準

を遵守するために実施している内容を指す。 

  



    

年  月  日 
宛名（道路管理者） 
 

占用者名 〇〇 〇〇 
 

 占用物件の安全性を確保するための対応策等について（個別箇所） 
 
(1) 道路の構造又は交通に支障を及ぼすおそれがある箇所名 

 

 
(2) (1)の箇所について行う安全性を確保するための対応策等 

□ ① 修繕等の措置や修繕等の措置を実施するまでの間の占用物件の安全性を確保する措 
置（以下「修繕等の措置等」という。）が概ね１年以内に完了予定 

（修繕等の措置等の内容・完了時期） 
 

 
□ ② 修繕等の措置等が概ね５年以内に完了予定 

（修繕等の措置等の内容・完了時期） 
 

 
□ ③ 修繕等の措置等を実施予定であり、個別法令等における維持管理基準等に適合する期

限内に完了予定（①②に掲げるものを除く） 

（修繕等の措置等の内容・完了時期） 
 

 
□ ④ 応急的な措置を講ずるなどして現段階では修繕等の措置等を必ずしも要しないが、今

後注意して監視を続け、必要に応じて修繕等の時期を検討 
 
（注１） 道路の構造又は交通に支障を及ぼすおそれがあると診断され、修繕等の措置等が未了のもの若しくは

応急的な措置を講ずるなどして現段階では修繕等の措置等を必ずしも要しないが、今後注意して監視を

続け、必要に応じて修繕等の時期を検討するものについては、点検等の結果（点検箇所が分かる資料に加

えて位置図、図面及び写真等により占用物件の状況が分かる資料。以下同じ。）及び別記様式１「占用物

件の点検等の結果について」と併せて該当箇所毎に本様式によって報告すること。  

（注２） (1)については、点検等の結果における当該箇所名や占用許可申請書、許可書の記載事項等占用物件の

特定に資する情報等を記載すること。 

（注３） (2)①～④のいずれかのチェックボックスにチェックを入れ、必要事項を記入すること。 

（注４） 「個別法令等における維持管理基準等」とは、各占用物件の管理等について定めた法令や条例、規則、

ガイドライン等及び当該法令に基づき定められた規定における維持管理基準等を指し、個別法令におい

て維持管理の基準が定められていない占用物件については、道路法施行規則（昭和 27 年建設省令第 25

号）第４条の５の５の基準を遵守するために実施している内容を指す。 

（注５） 道路占用者は、本様式において記載を求める事項の報告について、道路管理者の了解を得た上で本様式

によらない形式により報告することができる。 

【別記様式２】 



    

年  月  日 

宛名（道路管理者） 

 

                               占用者名 〇〇 〇〇 

 

道路の構造又は交通に支障を及ぼすおそれを取り除くための措置について 

 

 下記１．に掲げる箇所の占用物件については、道路の構造又は交通に支障を及ぼすおそれ

があり、道路の構造又は交通に支障を及ぼすおそれを取り除くための措置を講じる必要があ

ることから、下記２．に掲げるとおり措置を講じるので、報告します。 

 

記 

 

１．道路の構造又は交通に支障を及ぼすおそれがある箇所名 

 

 

２．必要に応じて実施する道路の構造又は交通に支障を及ぼすおそれを取り除くための措置 

 

 

（注１）１．の箇所の位置を確認するために、本様式と併せて、１．の箇所に関する地下占用

物等連絡会議等において報告された点検等の結果を添付すること。 

（注２）１．については、点検等の結果における当該箇所名や占用許可申請書、許可書の記

載事項等占用物件の特定に資する情報等を記載すること。 

 

【別記様式３】 


